




















































































































































































































平成●年●月●日

●●会社 

ご担当者様 

国土交通省関東地方整備局

道路部 道路計画第一課

ヒアリング調査へのご協力のお願い 

清秋の候、貴社ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は国土交通行政に

格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、国土交通省関東地方整備局では、首都圏３環状道路※（以下「３環状」という）

の開通に伴う効果を発信してきたところですが、本年６月２日に外環道（三郷南 IC～高

谷 JCT 間）が一部開通したことから、このたび、外環道開通後の効果の検討を進めてお

ります。 

つきましては、沿線の物流施設に入居された企業の皆様を対象に、入居施設の選定経

緯や、外環道整備により実感された効果等についてヒアリング調査をさせて頂きたいと

考えております。 

なお、本調査結果の一部を公表資料に掲載させて頂く場合がございますが、その際は

事前に内容をご確認頂くようにいたします。また、本調査の報告書に対して開示請求が

あった場合は、ヒアリングの対象先（御社名）と内容は全て黒塗り（非開示対象）とさ

せて頂きます。 

ご多忙の中、大変恐縮ですが、本調査の趣旨をご理解頂き、ご協力を賜りますよう、

お願い申し上げます。 

○お問い合わせ先： 

調査主体 国土交通省関東地方整備局 道路部 道路計画第一課  

担当：●● 【TEL：０４８-６０１-３１５１（代表）】

調査委託会社 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 交通政策部 

担当：●●・●●・●●・●●【TEL：０３-６３１１-７８５８（直通）】

※首都圏３環状道路・・・[C4]圏央道、[C3]外環道、[C2]首都高速中央環状線の総称
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企業立地の分布傾向 

企業立地の分布傾向を、施設分類別に、立地時期ごとに図上へ整理した。 

物流 

・平成 27年の圏央道（関越道～東北道）開通時点では、関越道や東北道付近における物流施設

の立地が増加している。また、千葉県の柏市や習志野市付近でも増加している。 

・平成 29年には圏央道（東北道～常磐道）が開通し、圏央道の東名～東関道までが接続したこ

とで、圏央道沿線における物流施設の立地が進んでいるものと考えられる。 

図 3.76 企業立地状況（物流：平成 30年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.77 企業立地状況（物流：平成 25年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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図 3.78 企業立地状況（物流：平成 26年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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図 3.79 企業立地状況（物流：平成 27年度） ※範囲外施設…№76,№80 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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図 3.80 企業立地状況（物流：平成 28年度） ※範囲外施設…№93,№131 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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図 3.81 企業立地状況（物流：平成 29年度） ※範囲外施設…№151 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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図 3.82 企業立地状況（物流：平成 30年度） ※範囲外施設…№189 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

物流施設 
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商業 

・平成 27 年時点では、都心部以外の立地状況をみると、外環道や圏央道沿線への立地状況が進

み、特に圏央道（関越道～東北道）の開通区間周辺への立地が多くみられる。 

・商業施設の立地状況は、全体的に、都心部付近や環状道路沿線への立地傾向がみられる。 

図 3.83 企業立地状況（商業：平成 30年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.84 企業立地状況（商業：平成 25年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.85 企業立地状況（商業：平成 26年度） ※範囲外施設…№11 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

商業施設 
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図 3.86 企業立地状況（商業：平成 27年度） ※範囲外施設…№23,№29 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

商業施設 
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図 3.87 企業立地状況（商業：平成 28年度） ※範囲外施設…№32 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

商業施設 
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図 3.88 企業立地状況（商業：平成 29年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

商業施設 
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図 3.89 企業立地状況（商業：平成 30年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

商業施設 
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工場 

・平成 27年以降の工場立地をみると、主に圏央道西側区間周辺での立地が進んでいる。特に、

平成 29 年の圏央道（東名～東関道）開通のタイミングで、圏央道の東名以南や東名～中央道

における施設の立地が多い。 

・工場は、臨海部のほか、圏央道（東名以南、東名～中央道、東北～常磐）付近や、圏央道（東

北～常磐）内側での立地傾向がみられる。 

図 3.90 企業立地状況（工場：平成 30年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.91 企業立地状況（工場：平成 25年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.92 企業立地状況（工場：平成 26年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工場 
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図 3.93 企業立地状況（工場：平成 27年度） ※範囲外施設…№19,№33,№35,№38 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工場 
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図 3.94 企業立地状況（工場：平成 28年度） ※範囲外施設…№43,№47,№50,№56,№74 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工場 
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図 3.95 企業立地状況（工場：平成 29年度） ※範囲外施設…№78,№85,№94 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工場 
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図 3.96 企業立地状況（工場：平成 30年度） ※範囲外施設…№120 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工場 
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工業団地、土地区画整理事業 

・工業団地および土地区画整理事業は、主に神奈川県（相模原市など）、埼玉県（狭山市、幸手

市、川島町など）や茨城県（坂東市、阿見町、筑西市など）の圏央道沿線で、事業に取り組

まれている傾向がみられる。 

図 3.97 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 30年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.98 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 25年度まで） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 
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図 3.99 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 26年度） ※範囲外施設…№21 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工業団地、土地区画整理事業
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図 3.100 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 27 年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工業団地、土地区画整理事業
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図 3.101 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 28 年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工業団地、土地区画整理事業
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図 3.102 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 29 年度） 

※範囲外施設…№27,№30,№31 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工業団地、土地区画整理事業
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図 3.103 企業立地状況（工業団地、土地区画整理事業：平成 30 年度） 

※平成 27年１月～平成 30 年 12 月各月の新聞記事掲載情報により作成。但し、平成 27 年 12 月以前

については、新聞記事のほか、ネット記事やテレビ報道された情報などで捕捉 

工業団地、土地区画整理事業
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3.3.3 大型小売店総覧データによる新規出店大型店舗の分布傾向 

商業関連施設の立地状況を把握するため、全国大型小売店総覧データを基に、新規出店の大型店舗

を整理し、その分布傾向を分析した。 

分析に使用するデータと集計条件 

分析に使用するデータは、全国大型小売店総覧（2019 年版）に掲載された大型小売店（店舗面積

1000 平方メートル超）を対象に整理した。 

大型小売店の分布傾向を把握するため、圏央道開通のタイミングごとに立地状況図を整理した。 

また、広域からの高速道路利用を想定し、店舗面積が比較的大規模な店舗を集計整理した。 

表 3.25 使用データ・集計条件について 

使用データ 

全国大型小売店総覧（2019 年版）に掲載された大型小売店（店舗面積が 1,000

㎡超） 

データ期間 平成 27 年 1 月～平成 30年 4 月まで 

集計対象 

使用データのうち、以下の条件に該当する大型店舗を集計対象とした。 

【対象となる店舗面積】 

・7,000 ㎡以上（アウトレットなどの店舗面積から設定） 

・10,000 ㎡以上（都市計画法より、大規模集客施設※（法律上は「特定大規

模建築物」）から設定） 

※大規模集客施設： 

床面積１万㎡超の店舗、映画館、アミューズメント施設、展示場等。 
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新規出店大型店舗の分布傾向 

・大規模店舗は、高速道路や国道等の幹線道路の近くに多く立地。 

・圏央道沿線では、JCT 付近への立地が特に多い。 

・圏央道の段階的な開通と大規模店舗の立地分布状況の間には、特に関連性は見あたらない。 

図 3.104 大型小売店舗の立地分布 

図 3.105１都４県における大型小売店の店舗数および面積合計の推移 

2014 2015 2016 2017 2018
店舗数 131 116 99 94 84
面積 643,451 567,139 482,955 328,495 383,030
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①平成 26年 ②平成 27年 

③平成 28年 ④平成 29年 

⑤平成 30年 

図 3.106 大型小売店舗立地の推移（H27.3～H30.4 最新時点まで） 
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表 3.26 大型店舗リスト（平成 26年～平成 30 年に立地した床面積 7千㎡以上の店舗） 

No 都道府県 市町 
店舗面
積 
（㎡） 

立地年 
圏央道沿線 
（海老名 JCT 
～大栄 JCT) 

備考 
（圏央道沿線自治体の店舗の名称） 

1 埼玉県 富士見市 60,000 2015
2 千葉県 木更津市 53,000 2014 〇  イオンモール木更津（イオンスタイル木更津） 
3 神奈川県 平塚市 47,838 2016
4 千葉県 柏市 46,990 2016
5 東京都 立川市 44,678 2015
6 神奈川県 海老名市 40,200 2015 〇 ららぽーと海老名 
7 千葉県 佐倉市 39,000 2016
8 神奈川県 座間市 34,000 2018 〇 イオンモール座間 
9 東京都 八王子市 24,010 2017 〇 イーアス高尾 
10 東京都 立川市 23,723 2014
11 埼玉県 さいたま市浦和区 22,945 2014
12 埼玉県 桶川市 20,787 2014 〇 BENIBANA WALK 桶川 
13 埼玉県 本庄市 19,881 2018
14 千葉県 流山市 19,869 2015
15 神奈川県 川崎市川崎区 18,026 2014
16 千葉県 野田市 16,479 2015
17 東京都 日野市 16,455 2014
18 埼玉県 春日部市 15,453 2014
19 茨城県 神栖市 15,450 2016
20 神奈川県 厚木市 15,355 2017 〇 スーパービバホーム厚木南インター店 
21 千葉県 成田市 15,000 2015 〇 イオンタウン成田富里（マックスバリュ成田富里店） 
22 千葉県 四街道市 14,366 2018
23 埼玉県 新座市 13,394 2018
24 千葉県 習志野市 12,601 2018
25 埼玉県 さいたま市中央区 12,550 2014
26 神奈川県 横浜市港北区 12,424 2018   アピタテラス横浜綱島 
27 茨城県 龍ヶ崎市 12,325 2018
28 千葉県 船橋市 12,200 2014
29 東京都 世田谷区 12,176 2015   二子玉川ライズショッピングセンター テラスマーケット 
30 神奈川県 川崎市川崎区 12,080 2016
31 千葉県 船橋市 12,070 2015
32 東京都 足立区 11,706 2016
33 東京都 北区 11,476 2015
34 神奈川県 横須賀市 11,431 2014
35 東京都 足立区 11,051 2014
36 埼玉県 さいたま市南区 10,550 2014
37 茨城県 ひたちなか市 10,121 2014
38 東京都 北区 9,801 2017
39 神奈川県 相模原市緑区 9,630 2015 〇 コピオ相模原インター（スーパーアルプス相模原インター店） 
40 東京都 八王子市 9,541 2015 〇 スーパーバリュー八王子高尾店 
41 東京都 千代田区 9,150 2018
42 神奈川県 横浜市旭区 9,126 2018   ジョイナステラス二俣川 
43 埼玉県 川越市 8,990 2016 〇 松村ビル（スーパービバホーム西川越店） 
44 千葉県 旭市 8,901 2018
45 千葉県 印西市 8,875 2015
46 千葉県 市原市 8,789 2016 〇  ナフコツーワンスタイル・ホームプラザナフコ市原東店 
47 埼玉県 春日部市 8,665 2016
48 埼玉県 東松山市 8,476 2014
49 埼玉県 川越市 8,246 2014 〇 島忠ホームズ川越的場店 
50 茨城県 東茨城郡茨城町 8,191 2015
51 茨城県 猿島郡境町 8,142 2014 〇 MGM パワーセンター（フードマーケットカスミ境大橋店） 
52 神奈川県 横浜市中区 8,026 2018   新山下商業施設計画 
53 茨城県 つくば市 7,996 2014 〇 フードスクエアカスミ学園の森店 
54 東京都 渋谷区 7,985 2016
55 東京都 狛江市 7,934 2017   ニトリ狛江ショッピングセンター 
56 埼玉県 熊谷市 7,878 2018
57 神奈川県 横浜市港北区 7,822 2014   島忠ホームズ港北高田店 
58 埼玉県 戸田市 7,816 2016   T-FRONTE（オーケー戸田駅前） 
59 埼玉県 さいたま市見沼区 7,750 2018
60 千葉県 木更津市 7,747 2014 〇  金田東地区 10-2 街区商業施設（スポーツデポ木更津金田店）

61 埼玉県 所沢市 7,665 2016
62 茨城県 小美玉市 7,634 2014
63 千葉県 柏市 7,607 2014
64 千葉県 茂原市 7,558 2014 〇  ライフガーデン茂原 
65 千葉県 千葉市稲毛区 7,556 2018
66 神奈川県 三浦市 7,464 2014
67 東京都 足立区 7,200 2018
68 東京都 調布市 7,200 2017   クロスガーデン調布 
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3.3.4 マルチテナント型物流施設※の立地状況 

マルチテナント型物流施設の立地状況を把握するため、マルチテナント型物流施設を開発している

事業者大手 4社よりデータを収集し、首都圏における開発状況を整理した。 

使用データ 

マルチテナント型物流施設を開発している大手４社（表 3.27）にデータ提供を依頼し、首都圏全

体におけるマルチテナント型物流施設を情報収集した。 

表 3.27 集計対象 

対象企業 

マルチテナント型物流施設（施工・計画）の大手４社提供データ 

・大和ハウス工業 

・シーアールイー 

・プロロジス 

・日本 GLP 

※大型マルチテナント型物流施設とは、多くの個人宅へ多様な商品を迅速に発送するため効率的に

仕分け、配送が可能な機能を集約した施設 
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マルチテナント型物流施設の立地状況 

・圏央道沿線におけるマルチテナント型物流施設の立地状況をみると、環状道路の接続前時点

（平成 25年 11月時点）と最新時点（平成 30年 11 月時点）で比較した場合、7件（平成 25

年 11 月）から 30 件（平成 30年 11 月時点）と約４倍に増加している。 

図 3.107 マルチテナント型物流施設の分布状況 

出典：大型物流施設４社ヒアリング調査（GLP、プロロジス、ダイワハウス、CRE） 
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3.3.5 外環道開通に関する地域の期待の整理 

本節では、外環道開通に関して、地域の期待や注目度を確認するため、google に掲載されるニュ

ースのうち「外環」を含む記事をピックアップし、物流に関するものを整理した。 

整理した結果は、次ページ以降の表 3.28、表 3.29 に示す。 
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表 3.28 インターネット記事《企業立地・物流》（1/2） 
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表 3.29 インターネット記事《企業立地・物流》（1/2） 
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